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研究成果の概要（和文）：　開口周囲補強筋の役割を実験によって明らかにし、それに基づいてせん断力伝達モ
デルを提案した。斜め補強筋はトラス構造を形成し、独立してせん断力を伝達する。開口上下の2段梁に形成さ
れるトラス機構とアーチ機構は、斜め補強筋によるせん断力以外のせん断力を伝達する。開口際縦補強筋は、ア
ーチ機構の圧縮束とつり合うことになる。
　提案したせん断力伝達モデルに基づく耐力式によれば、せん断耐力計算値はほぼ一定の余裕度をもって実験結
果と対応し、精度よく終局せん断耐力を求めることができる。

研究成果の概要（英文）：  The shear force transfer mechanism around the web-opening was 
experimentally discussed, and the shear force transfer model was proposed. The diagonal bars form a 
truss structure and carry a part of shear force independently. The truss and arch mechanism of two 
stage beams upper and lower side of the web-opening carry the other part of shear force. The 
stirrups on the side of the opening balance with the strut of the arch mechanism. 
  According to the shear capacity formula based on the proposed shear force transfer model, the 
calculated shear capacity corresponds to the experimental results with almost constant safety 
margin. The postulated formula in this study is found to be able to evaluate the shear capacity of 
RC beams with large web-opening accurately.

研究分野： 建築構造・材料

キーワード： 鉄筋コンクリート構造　開孔梁　人通孔　開孔周囲補強筋　終局せん断耐力　応力伝達メカニズム
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１．研究開始当初の背景
 RC梁に設ける貫通孔径
に制限
孔径の制限
梁せいが必要以上に大きくなって不経済な
設計になること、施工コスト増になること等
の問題が生じる。梁せいの
孔梁の補強工法の開発
局せん断耐力が安全側に評価されればよい
という考え方
行われている
としても、安全率が一定
 開孔梁に関する
主眼がおかれてきたため、メカニズムの解明よ
りは、実験結果が
ことだけが重視されてきた。しかし、構造設計
の合理化と安全性の向上のためには、応力伝達
メカニズムに基づいた理論的な
力の評価が
 
２．研究の目的
 大開孔梁の終局せん断耐力の評価には経験
式が使用される。図
平補強筋と肋筋を配置して２段梁配筋をし、開
孔際縦補強筋と斜め補強筋を配置する方法が
一般的であるが、各補強筋の役割を明確にする
ことなく設計が行われている。せん断破壊は開
孔上下２段梁部分に生じるが、その肋筋は評価
に含まれず、各補強筋量の組み合わせに応じた
一定の設計上の
 本研究は、開孔際縦補強筋、斜め補強筋、開
孔上下２段梁
ムを明らかにし、それに基づいて終局せん断耐
力評価式と配筋設計方法を提案し、設計の合理
化と安全性の向上を図ることを目的とする
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．研究の方法
(1) 過去に行った
力伝達メカニズムを予測した。予測に基づ
き、開孔上下
筋及び
つのメカニズム
した。実験により
にして
せん断耐力

(2) 開孔上下

開孔上下水平

開孔際縦
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図 1 大開孔周囲の補強筋の配置例
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ており、この部分をしっかり補強すれば、終局
せん断耐力のみならず、最大耐力後の変形能力
の確保に役立つことがわかる。 
 
② 斜め補強筋の役割 
 引用文献①を含め、斜め補強筋のみが配筋
されているものを除き、全て斜め補強筋は降
伏した。斜め補強筋は独立した機構でせん断
力伝達をしていると思われるが、定着部が２
段梁内で拘束されていることが重要である。 
 
③ 開孔際縦補強筋の役割 
開孔際縦補強筋が開孔縁に近づけば図 2 の
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急激に生じる。開孔際に縦補強筋がなければ
LL は大きくなり、一般部の肋筋が開孔際縦補
強筋の役割を果たすことになる。ローカルア
ーチ機構の圧縮束の角度は小さくなり、伝達
せん断力は小さくなるが、開孔上下 2 段梁が
長くなるので、最大耐力後も急激に耐力低下
することが無くなる。なお、力のつり合いか
ら、圧縮束の破壊が先に生じれば、開孔際縦
補強筋が降伏しなくなることは明らかである。 
 
(2) 応力伝達メカニズムに基づく力学モデルと

破壊条件の検証 
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段梁のトラス作用だけでコンクリートが破
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□D10 を□D6 に変え、斜め補強筋を 2-D10
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 開孔上下 2 段梁肋筋量を多くすれば、開孔
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断耐力に影響しないことを確認した。また、
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(3) 開孔際縦補強筋位置と終局せん断耐力 
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① 斜め補強筋のせん断力伝達 
 斜め補強筋は図 4 のトラスを形成して引
張降伏し、独立してせん断力を伝達する。
開孔上下の引張斜材と圧縮斜材の交点A又
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② 開孔上下 2 段梁のせん断力伝達 
 図 5 のように開孔上下に水平補強筋を置
き、これと梁主筋を囲むように開孔上下肋
筋を配置し、上下 2 段梁を形成すると、ト
ラス作用によってせん断力を伝達する。開
孔上下肋筋が引張降伏すれば、圧縮ストラ
ットの圧縮力鉛直成分と開孔上下肋筋の引
張力のつり合いから、 

          (4)                  
 

  : 開孔上下肋筋の間隔 
  : トラス作用によって上下 2 段梁の腹部

に生じる圧縮応力度 
  : 梁幅 

-200

-150

-100

-50

0

50

100

150

200

-30.000 -20.000 -10.000 0.000 10.000 20.000 30.000

Q
 (

kN
) 

δ(mm) 

 

図 3 Q-δ関係と終局時ひび割れ状況 

図 4 斜め補強筋が形成するトラス機構 
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強筋が形成するトラスの圧縮斜材の鉛直成分に
つり合わなければならない。式(1)、式(2)より、 
                     (13) 

                   (14) 

 :  斜め補強筋が形成するトラスの圧縮
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での縦補強筋、および(m+1)番目から N-番目
までの縦補強筋の引張力のうち  が、
ローカルアーチ機構圧縮束の鉛直成分につ
り合うことになる。この場合のローカルアー
チ機構に関わる縦補強筋の引張力の合力 Tw
とその位置 LL は以下のように計算される。 

            (16) 

            (17) 

    
∑ ∙ ∙

           (18) 

    
∑ ∙ ∙

         (19) 

    ∙ ∙             (20) 

④ 開口上下のコンクリートの破壊条件 
  , ,  のスカラー和が破壊条件に達
した時、終局せん断耐力が得られるとする。
破壊条件によって、終局せん断耐力計算値の
大きさも変わるが、それを決めることは難し
い。ここでは、式(21)、式(22)とする。 

           (21) 

   c                (22) 

c :コンクリートの圧縮強度 
   : コンクリートの圧縮強度の有効係数 
 
斜め補強筋量と開孔上下肋筋量が多く、  

 の場合には、ローカルアー
チ機構は存在しない。 

 の場合には、式(8)および
式(9)の  は、式(23)となる。 

              (23) 

⑤ トラス機構における圧縮束の角度 

  開孔上部または下部の 2段梁のせん断耐力
は、式(5)と式(8)から QS+QLA で表される。

 はQS+QLAが最大となるように式(24)～
式(26)の範囲内で最大の値を選べばよい。 

                        (24) 

∙        (25) 

  
( )∙

           (26) 

⑥ 開孔梁の終局せん断耐力 
終局せん断耐力は、式(2)、式(6)、式(10)より 

         (27) 

⑦ 終局せん断耐力の計算手順 
 終局せん断耐力は図 8の手順で計算される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 (5) 合理的な配筋方法 
 開孔上下 2 段梁の肋筋だけでコンクリート
の破壊条件に達する肋筋量とすればよいが、
実際にそれだけの量を配筋するのは不可能
である。2段梁コンクリートは開口際縦補強筋
とつり合って破壊条件に達することになる
ので、2 段梁の肋筋を入れすぎず、ローカル
アーチ機構の圧縮束につりあう縦補強筋位置
を開孔縁から離すことが現実的である。ただ
し、開孔近傍に縦補強筋が無いと開孔縁ひび
割れ幅が拡大して剛性低下が大きくなるの
で、斜め補強筋を十分に配筋して終局せん断
耐力の確保とひび割れ幅制御を行うのが得
策である。本研究では、ひび割れ幅制御のた

式(2)より Qd の計算 

N=N+1 N :開孔縁から数えた縦補強筋の順番 

式(12)または式(20)からLLの計算 

Qu の最大値が求まったか 

式(3)より の計算 

 

ロ ー カ ル
ア ー チ 機
構 は 存 在
しない 

 

式(9)から を計算する 

式(27)から  を計算する 

式(7)から θ1 を求める 

式(24)～式(26)から  を決定する 

式(6)から Qt を計算する 

 

Y

N

N

N の初期値=0 

図 8  せん断終局耐力の計算手順 



めの指標を導入して合理的な配筋となる場
合とならない場合を実験によって確認した。 
 
(6) 終局せん断耐力に及ぼすせん断スパン比

の影響 
 開孔周囲の配筋が同じで、せん断スパンの
異なる 3 体の実験を行った。ローカルアーチ
機構圧縮束につり合う縦補強筋の合力位置
（図 6、図 7 の LL）よりせん断スパンが小さ
くなると、ローカルアーチ機構圧縮束の角
度が材端により制約を受けるため、終局せ
ん断耐力は増加する。それ以外は、開孔周囲
の応力伝達メカニズムが同じであれば、終局
せん断耐力に及ぼすせん断スパン比の影響
は現れない。開孔際の縦補強筋は一定量ある
のが普通で、それでローカルアーチ機構圧
縮束の角度が決まり、多くの場合せん断スパ
ン比の影響が現れなくなると思われる。 
 
(7) 慣用式の検討 
 図 9に実験値と本提案式による計算値を示
す。概ね一定の余裕度をもって、実験値と計
算値はよく対応している。20%程度の余裕度
が生じるのは、破壊条件の他に、開孔上下 2
段梁のせいを、開孔上下の最小となるところ
で決めていることによると思われる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 10 に実験値と開孔上下 2 段梁のせん断
力伝達を考慮しない慣用式による計算値を
示す。実験値の計算値に対する余裕度は一定
しない。余裕度が小さくなる場合を、本提案
式から考察すれば、開孔上下肋筋量が少なく、 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

コンクリート強度が小さい時である。両条件
が重なった時は、特に注意が必要である。 
 
 (8) まとめ 
大開孔梁を対象として、開孔周囲の縦補強

筋、斜め補強筋、開孔上下 2 段梁の肋筋の役
割を明確にした。開孔上下に水平補強筋をお
いて 2段梁を形成することが最も重要である。 
開孔際の縦補強筋は、ローカルアーチ機構

圧縮束につり合う。開孔際に縦補強筋が少な
ければ、一般部肋筋がローカルアーチ機構の
圧縮束につり合う縦補強筋の役割を担う。 
定着がとれていれば、斜め補強筋は独立し

た機構でせん断力伝達をすると考えてよい。 
 開孔周囲補強筋の役割に基づいてせん断
力式を提案した。せん断耐力計算値は、ほぼ
一定の余裕度をもって実験結果と対応して
いる。提案式に基づけば、終局せん断耐力に
達した後に急激に耐力低下が起こらない配
筋、終局せん断耐力に及ぼすせん断スパン比
の影響、慣用式を使う場合の注意事項等、多
くのことを理論的に説明することができる。 
 本研究成果が、大開孔梁の合理的で安全な
設計に役立つことを願っている。 
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図 9 実験値と本提案式による計算値の比較 
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図 10 実験値と慣用式による計算値の比較 


